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カルチュラル・プローブを用いた災害知の採集 
―岡山県備前市日生地区における試行― 

⼭���・村上ひとみ�
⼭⼝⼤学⼯学部、⼭⼝⼤学⼤学院創成科学研究科�

１. はじめに 
 近年、⽇本では様々な種類の⾃然災害が全国各地で発⽣している。⾃然災害の形態は複雑化か

つ多様化してる。東⽇本⼤震災(2011)において⾏政による「公助」の限界が認識された。防災・

復興計画には⾏政スケールでの⽀援には限界があり、防災活動も住⺠⾃⾝による「⾃助」や⺠間

組織が⾃発的に⾏う「共助」を防災計画の中⼼に据えた新しい「地区防災計画」が創設された。

地区防災計画とは、内閣府の地区防災計画ガイドライン(2014)1)の冒頭を要約すると、『地区防

災計画とは従来の防災計画に⽐べて、⼩さいスケールの地区を対象とした⼀般市⺠主体によって

考案されるボトムアップ型の防災計画であると同時に、この地区防災計画の策定にたどり着くま

での全ての⾏程には地区居住者等の⾃発的は⾏動が不可⽋』となっている。�
 既往研究では、井上ら2)は、地区防災計画の策定には地区・コミュニティの⾃主⾃発性と⾼い
防災意識を両⽴とそれらを継続させることが難しい課題だと指摘している。�
 将来的に地区防災計画は多くの地域コミュニティに普及することが予想され、本研究では地区
防災計画を策定する上での議論を活性化するための情報を集める⼿法を提案する。地域やコミュ
ニティにおいての共通概念としての知識を⺠衆知・⺠俗知と⾔う。第三者がファシリテーターと
して地域コミュニティに介⼊し地区防災計画の策定をサポートすることを前提に、⺠衆知に於け
る「災害に関する⺠衆知」を『災害知』と定義した上で、地域住⺠⾃らが地域コミュニティに潜
む災害知を採集し、その成果を地図等に可視化・要約する⼿法を試⾏することを⽬的とする。こ
れによって、より⼀般市⺠主体が防災計画の策定に主体性を持って参加できると考えた。�

２. 調査地域 
 本研究では実際に調査地区を岡⼭県備前市⽇⽣(ひなせ)地区に設定して調査を⾏なった。⽇⽣
地区は岡⼭県南東部に位置し、南を瀬⼾内海に三⽅を⼭地に囲まれているので、沿岸部に密集し
て街を形成している。漁業や海運業など海に関する産業が多くを占めている。⽇⽣地区の⼈⼝は
7,359⼈である。国勢調査から、2005年から2010年で9.22%減、2010年から2015年で9.68%
減となっている。⾼齢化も深刻で、備前市全体の65歳以上の割合は36.0%であり全国平均の
26.6%より約10%も⾼い⽔準となっている。地区別要援護⾼齢者の状況3)では、⽇⽣町は⾼齢者
総数2741⼈に対して、要援護⾼齢者⼈数が532⼈(19.4％)と市内で最も⾼い⽔準にある。した
がって、備前市でもっとも⾼齢化率の⾼い⽇⽣地区の調査を通して将来、備前市に訪れる超⾼齢
化社会の地区防災計画を考えることが可能になると考えた。加えて、⽇⽣地区の住⺠の地域性と
しては海に近いことも関係して、漁港や沿岸部特有の活発で友好的な住⺠が多い傾向にあり、市
街が密集している地区なので⼈間関係のつながりが強い地域である。ゆえに多くの災害知が地域
に潜んでいると考えた。これまでに⽇⽣地区に発⽣した災害を表１に⽰す。�
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